
656 5,656 5,716

臨時職員賃金等(Ｃ') 千円 0 0 0 0

総コスト(Ｄ)=(Ａ)+(Ｃ)+(Ｃ') 千円 323,797 383,792 463,863 552,017

単位当たりコスト
千円

(Ｅ)=(Ｄ)/(新規開設数 ) 323,797 383,792 231,932 552,017

活動等指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度

評
価
指
標
の
設
定

①新規開設数 実績値 園 1 1 2 1

②施設数 実績値 園 12 13 15 16

《指標の説明・数値変化の理由 など》

平成17年度より毎年度1～2園を公募により開設している。

実施園の増加に伴い定員も増加した。

成果指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度

一
次

目標値 人
定員

実績値 人 292 314 374 414

二
次

目標値 ％
稼働率

実績値 ％ 97 92 90

《指標の説明・数値変化の理由 など》

平成23年度稼働率は４月分のみ計上する。平成23年度は認可保育園３園を新規開設したため、稼働率が下落した。

稼働率：年間在籍人数÷12（月）÷総定員（人）

年齢により空き状況にバラつきがある。特に産休明け１歳児の枠が不足しており、入所枠

事
業
環
境
等

市民・関連団体等の意見 の拡大要望が強い。

(アンケート結果など) 認可保育園と比較し小規模なため、「保育園での子どもの状況を毎日きめ細やかに見てく

れている」という意見が多い。

認証保育所の施設数は24市（2市未実施）中、調布市と並んで１位である（
■ 上

都内26市のサービス水準との比較 平成22年4月1日現在）
□ 中

(平均値、本市の順位など) 運営費、開設準備経費の補助額は一律である。
□ 下

 

代替・類似サービスの有無
■ 有 家庭的保育事業（自宅で乳幼児の保育を実施）

□ 無 定期利用保育事業（パートタイム労働者等の就労実態にあった保育ｻｰﾋﾞｽ

事務事業評価シート(事後評価)
事業コード事務事業名認証保育所等事業 所管部課 子育て支援部

06-02-01 保育課

施策コード施策名 施策目標

創2-2
子どもを安心して産み、健やかに育てられる環境づくりを進めます。

子育て支援の促進

事務事業の目的 根拠法令等

事
務
事
業
の
概
要

現在の認可保育園だけでは対応ができない（長時間保育、休日保育等）多様化する保育ニーズに応えるとともに □法律

、市内待機児童の解消にも効果的であるため当事業を推進する。 □条例・規則

 □政令・省令

■要綱・要領

事業内容・実施方法等／補助の概要：補助団体の概要(団体名・団体の活動内容・補助金の活用内容等)、補助金の概要(国・

都基準の有無・対象者拡大の有無・上乗せ補助額・市単独補助額)等　※該当する予算事業名・節目を明記する

市内認証保育所の安定･継続的運営のため、西東京市認証保育所補助金交付要綱に基づき市内･外の認証保育所運営費を補助

運営費補助金は定員区分及び各年齢により児童１人につき、130,420円から24,490円の範囲で補助金を支出。

他に認証保育所新規開設に伴う開設準備経費補助金上限35,000千円有。

都補助金：有　総補助額1/2

予算科目：民生費・児童福祉費・児童福祉運営費・認証保育所等事業費

事業開始時期 15 年度 実施形態 □ 直営 □ 委託 ■ 補助 □ その他 ( )

項　目 単位 20年度 21年度 22年度 23年度

事
業
費
デ
｜
タ

事業費(Ａ) 318,081 378,136 458,207 546,301

財
源
内
訳

国庫支出金・都支出金 161,465 198,898 224,491 272,504

地方債 千円 0 0 0 0

その他 (地域福祉基金繰入金 ) 31,000 48,000 62,000 17,000

一般財源 125,616 131,238 171,716 256,797

所要人員(Ｂ) 人 0.7 0.7 0.7 0.7

人件費(Ｃ)=平均給与×(Ｂ) 千円 5,716 5,
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子どもを安心して産み、健やかに育てられる環境づくりを進めます。

子育て支援の促進

【一次評価】

○検証項目、評価の判断理由
検証項目 ランク 一次評価

○事業実施上の課題や今後改善すべき点等

事業の優先度
2

　事業の優先度（緊急性）　

(緊急性) □拡充 　現在の待機児等の状況は、依然として待機児童が他市と比較しても高水準であり

、西東京市は周辺の市と比較しても認証保育所の数、定員共に上位にある。事業の
3Ａ しかし本年度は認可保育園を新規に３園開設したこともあり、今後の計画について

必要性 ■継続実施 は、新規開設による待機児の推移、将来の児童数を推計しながら慎重に検討をして
事業主体の

3
いく必要があると考えている。

妥当性
□改善・見直し

市民ニーズの把握　直接のサービス
2 　市内認証保育所は毎年第三者評価を受診することを推奨しており、毎年４～５園

の相手方
程度実施している。その結果、保護者からの意見、要望が毎年又は隔年で事業者に□抜本的見直し

事業内容等の
3

報告されており、翌年度の保育サービスに反映されている。
Ｂ

適切さ

□休止 以上のとおり、「継続実施」とした。受益者負担の
2

適切さ

市民ニーズの □廃止
3Ｃ

把握

検証項目の見方　Ａ:事業実施の意義を検証する項目　Ｂ:事業の内容・実施方法を検証する項目　Ｃ:市民ニーズの反映度を検証する項目

【二次評価】

○検証項目、評価の判断理由
検証項目 ランク 二次評価

○事業実施上の課題や今後改善すべき点等

事業の優先度
2

 本市の政策課題である待機児解消のために、認可保育園を補完する形で貢献する

(緊急性) □拡充 事業となっており、当面は継続して実施すべきである。ただし、施設数では都内26

市の中でも最上位に位置していることから、今後の待機児童数の推

事

計や地域バラン事業の

業

2Ａ スを踏まえた適切

コ
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認

に対応した弾力的な運
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用の拡大も検討すべき

保

である。さらに、認可

育

保育園との交流

妥当性


